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5 月 27 日付クウェート日刊各紙は、国家プロジェクトに関する国民議会の特別調査委員会が、
クウェート南部のズール北地区で予定されていたガス火力発電所・造水プラントの建設プロジ
ェクト契約の破棄を提案したと報じた。このプロジェクトは 2010 年 6 月に施行された民活型
発電造水事業法（IWPP 法）に基づく第 1 号案件で、2013 年 1 月に英国の IP-GDF SUEZ と

























月 19 日に可決成立させた）。 
2013 年 2 月以降、議会ではシーア派議員らによる閣僚の喚問要求の提出が相次いだ。彼ら
は、ハーニー・アブドゥルアジーズ・フセイン石油相（元石油公社（KPC）総裁）に対して
KPC の不透明な昇任人事について、アフマド・フムード・サバーフ内相（首長家）に対してイ






の喚問要求は 10 月以降への延期で合意されたが、5 月に入ると再び閣僚に対する喚問要求の予
告が相次いだ。5 月 14 日には再びハーニー石油相に対し、ダウ・ケミカル社との合弁解消（2008
年に議会の反対で契約破棄）による違約金 22 億米ドルの支払いついて喚問要求が提出された
ため、同石油相は 5 月 27 日に辞任した。 












6 月 16 日、憲法裁判所は昨年 12 月の選挙を無効とし、議会の解散と選挙の実施を命じた。








改革と開発プロジェクトの進展に期待を示している（Kuwait Times 2013 年 8 月 1 日付）。サ





がら、同じことは 2012 年 12 月の選挙後にもいわれていたことであり、旧来の政府と議会との
対立パターンが継続する可能性は解消されていない。8 月下旬には 6 年ぶりの安倍首相の訪問
が予定されており、新たなインフラ輸出も期待されている。政治的リスクを回避するためには、
引き続き議会の動向にも注目し、十分な根回しが必要であろう。 
（2013 年 8 月 1 日脱稿、石黒大岳）
